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はじめに 

60歳以降の進退に伴う複雑な社会保険について解説し、その進退の判断 

基準を提供する目的で本書を執筆しました。 

 

なお、本書ではテーマの関係上、対象とする読者を主に昭和 28年 4月 2日以 

後生まれから昭和 36年 4月 1日生まれまでの民間企業のサラリーマンとし、年 

金については、主に「老齢年金」を取り上げています。  

 

会社を辞めるか辞めないかの分岐点 

第一の分岐点 第二の分岐点 第三の分岐点

年齢 60歳（定年、賃金引下げ） 年金支給開始年齢 65歳（雇用確保義務なし）
年金 不支給。繰上げ可能。 「報酬比例部分」のみ 「老齢基礎年金＋老齢厚生年金」

在職；在職老齢年金（支給停止あり）在職；在職老齢年金
　　（支給停止あり・老齢厚生年金のみ対象・支給停止基準緩和）

退職；支給停止なし 退職；支給停止なし
雇用保険 在職；高年齢雇用継続給付 在職；高年齢雇用継続給付 在職；

　　　　（在職老齢年金との調整あり）

退職；失業給付 退職；失業給付 退職；失業給付
　　　　（年金との調整あり） 　　（一時金・年金との調整なし）  

 

 

 わが国の年金制度の正規の年金は、65歳から支給される「老齢基礎年金」と 

「老齢厚生年金」の 2階建て年金となっています。しかし、現段階では、まだ 60 

歳台前半から年金が支給されています。この「60歳台前半の年金」は、「特別支 

給の老齢厚生年金」といい、60歳から年金が支給されていた旧厚生年金制度の 

名残りであり、現在「経過措置」として残っているものです 

 

 

 

 「高年齢雇用継続給付」の手続きは、原則として 2カ月ごとに前 2カ月分の申 

請を、会社を管轄するハローワークに対して行います。この給付は、雇用保険 

加入者である本人に対して支給されるもので、建前は本人が申請することに 

なっていますが、ハローワークでは会社が申請するように指導しています。 

 ですから、本人は会社の要請に従って支給申請書に署名捺印すればよいわけ 

です。ただし、初回申請時だけは、年齢確認の書類（免許証のコピー等）を添 

付し、また、給付の振込先金融機関を指定し、その金融機関の証明印を押して 

もらわなければなりません。 

 

 

 厚生年金と健康保険を合わせて「社会保険」と呼んでいます。時には雇用保 

険や労災保険も広義の「社会保険」と呼ぶことがありますが、行政上は厚生年 

金と健康保険が「社会保険」で、雇用保険と労災保険は「労働保険」として区 

別されています。 

 



 

そこで、この不都合を回避するために、一定の条件を満たした場合には、社 

会保険の被保険者資格を喪失して、同じ日に再取得をすることによって標準報 

酬月額を即時改定することが認められています。資格喪失することで従前の標 

準報酬月額が消滅し、同日に再取得する際に、入社時と同じように標準報酬月 

額を今後の予定の賃金に基づいて決定します。それにより即時改定が可能とな 

るのです。 

 これを、同じ日に社会保険被保険者資格を「喪失」して再「取得」すること 

から「同日得喪」と呼びます（法律用語ではなく「通称」としてそう呼びます）。 

 

 

 

一定の賃金設定範囲にお 

いて総手取取が最大になるような賃金のことを、私たち社会保険労務上の世界 

の一種の業界用語で「最適貨金」と呼ぶことがあります。この「最適」という 

言葉は「労働の対価として最適」ということではなく、あくまでも公的給付と 

の関係上、総手取が最も高くなるという意味です。 

 

 

 

 

 



 夫が厚生年金を脱退すると、その妻も「第 3号被保 

険者」ではなくなってしまいます。国民年金は 20歳から 60歳まではすべての人に 

加入が義務付けられているので、妻が 60歳未満であれば、60歳になるまでは、 

国民年金の「第 1号被保険者」となります。妻が「第 1号被保険者」になれば、 

これまで支払っていなかった国民年金の保険料を支払う義務が生じるのです。 

 

H25の例 15,040円/月→180,480円/年 

 

 

 

 

 

 



 

 

失業給付の代表的な給付で、失業期間中に受ける給付が「基本手当」です。 

 基本手当は、ハローワークで 「失業の認定」を受け、認定を受けた日につい 

て 1日単位で支給されます。失業の認定日は、原則 28日ごとで、認定日までの 

28日のすべての日について認定されれば、28日分の基本手当が支給されますが、 

3日間アルバイトをしたとすれば、その 3日間は認定を受けられず、28日マイ 

ナス 3日間で 25日分の基本手当が支給されることになります。 

 

「一般の受給資格」 

「特定受給資格」；会社都合等で離職した場合 

「一般の受給資格」；それ以外 

 

定年退職は、有期雇用の期間満了とは異なりますが、予定されていた雇用の 

終期という面で同じ性格です。この区分の離職理由では、「一般の受給資格者」 

となりますが、自己都合退職とは異なり給付制限がありません。 

 

 

有期労働契約の場合は、契約が 1回以上更新され、かつ 3年以上継続して雇 

用された場合に、本人は次の契約更新を希望したにもかかわらず更新されな 

かったケース等は「会社都合等」として扱われます。 

 

 

ただし、継続雇用期間 3年未満の場合も「特定理由離職者」という 

「特定受給資格者」に準ずる扱いになる場合があります。「特定理由離職者」と 

は、主に有期労働契約者が契約の更新を希望したのに契約東新がされなかった 

場合等において「特定受給資格者」と同様の扱いをする区分です。 



 

60歳台前半の退職；離職理由によって雇用保険の扱いが異なる 

 

 

 

「報酬比例部分」の年金月額は一般的なサラリーマンで 10方円前後、高い人で 

12万円程度ですから、退職前半年間の賃金平均額が 18万円程度以上であれば、 

年金よりも基本手当を受給したほうが得になる可能性が高いといえます。 

 

 

 また、基本手当をまったく受給せずに 1年以内に再就職した場合は、高年齢 

再就職給付金ではなく、再就職先でも高年齢雇用継続基本給付金を受給するこ 

とができます。この場合は 1年、2年限定ではなく、65歳まで支給されること 

になります。 

 

 

退職者医療制度の一つに、厚生労働大臣の認可を受けた大企業の健康保険組 

合（特定健康保険組合）が運常する「特例退職被保険者制度」があります。こ 

れは、簡単にいうと大企業 OBのための退職者医療制度です。 

 運営主体が「特定健康保険組合」なので、保険料や給付については、協会け 

んぽや一般健康保険組合より有利になっていることが多くなっています。 

 

 

 しかし、「繰上げ」の場合は、損益分岐点年齢より長生きをすると「損」をし 

ます。生きている限りお金が必要ですから、おそらく後悔するでしょう。つま 



り、長生きをして後悔する制度が「繰上げ」、長生きをしてよかったと思える制 

度が「繰下げ」です。「繰下げ」の場合は、後悔する場面は天国になりますが、 

天国ではお金は必要ありません。どちらが合理的かははっきりしていると思い 

ます。 

 

 

60歳台前半で退職した場合、国民年金の加入義務はありませんが、老齢基礎 

年金の年金額を増やすために 60歳から 65歳までの間は、国民年金に任意加入が 

できます。しかし、年金を繰上げ受給した場合にはそれができなくなるという 

ことです。 

 

 

 

 障害年金には在職老齢年金のように、賃金・賞与との調整のしくみがなく、 

かつ非課税ですので、2級以上の障害年金を受けてかつ働けるということば大 

変有利です。 

 

 

第 4章 65歳以降の辞め方・働き方 

 

では、65歳まで厚生年金に加人している人の「報酬比例部分」の額はどのぐ 

らいになるでしょうか。 

 年金額は、その人の経歴によって異なりますが、一般的な男性サラリーマン 

の場合、65歳時点の「報酬比例部分」の年金額は、標準的には 130万円前後、高 

い人で 160万円から 180万円程度というところでしょう。先に例示した 144万円とい 

う年金額は標準的な人より少し高い程度だと思います。 

 

 

 雇用保険の役割は 65歳まで、というのが雇用保険の考え方です。 

 これは、65歳からは「2階建て」の「完全な年令」が支給されるようになる 

ためです。65歳以降に離職した場合も失業給付は行われますが、これは掛け捨 

て防止の観点からなされるものです。 

「65歳」という年齢は、雇用保険にとっても大きな分岐点になっています。 

 まず、雇用保険には、65歳を超えてしまうと新規には加入できません。 

 

 



 

 

 

65歳からの年金は、「老齢基礎年金」と「老齢厚生年金」の「2隅建て」にな 

ります。「繰下げ」はこの 2つの年金のいずれか一方でも、両方でも、可能です、 

いずれか一方だけを「繰下げ」することは、、一種のリスク軽減策になります。 

 では、いずれか一方だけを「繰下げ」ようとする場合、「老齢基礎年金」と「老 

齢厚生年金」のどちらを繰り下げればよいのでしょうか。 

 著者は「老齢基礎年金」を繰り下げたほうがよいと思います。 

 

 

つまり、65歳からは、いつ会社を辞めても、どのような働き方をしても、公 

的な給付はほとんど不利益になることはなく、また「2階建て年金」が支給さ 

れるため、収入面でも年金だけでなんとか暮らしていける収入になるはずです。 

・・・ 

「老齢基礎年金」の年金額は満額 （40年加入）でも 778、 

500円（平成 25年 10月現在）ですから、パートタイム労働でもそれ以上の給 

与は十分に稼げるはずです。 

 

 

第 5章もっと年金を知ろう 

 

「マクロ経済スライド」とは、「100年安心」を謳った平成 16年の年金改正にお 

いて、導入された年金財政の収支をバランスさせるためのしくみで、簡単にい 

えば、本来の物価・賃金の上昇率よりも年金額の改定率を低くすることにより、 

長期的に年金支給水準を引き下げていくというしくみです。 

 しかし、「マクロ経済スライド」はデフレ下では発動しないこととなっていた 

ため、改正後現在に至るまで、一度も発動されたことはありませんでした。そ 

のため、平成 16年改正当時の経済の前提が予測を下回ったこともあり、年金財 

政は改正当時の予測よりも悪化してしまいました。 

 

 

 

繰上げや繰下げの「損得」は、名目額がど 

うなるかに影響されるので、以下「名目額」が徐々に下がっていくことなると 



いう仮定で考察します。 

「繰上げ」の損益分岐点ですが、第 3章では、マクロ経済スライド等によ 

る年金額の改定の影響を考慮せずに計算していましたが、今後長期間にわたり 

て年金額か下がり続けるという仮定で再検証すると次のようになります。 

 「繰上げ」の場合、本来の支給開始年齢より早く年金を受給するわけですか 

ら、早く受給するほど実際に受給できる年金額は高くなります。したがって、 

損益分岐点年齢は多少高くなるでしょう。損益分岐点年齢が高くなるというこ 

とは、「繰上げ」により「得」をする可能性はその分高くなるということです。 

 逆に「繰下げ」の場合は、年金を繰り下げている問に年金額が徐々に下がっ 

てしまい、損益分岐点年齢はやはり高くなります。「繰下げ」において、損益分 

岐点年齢が上がるということは、その年齢まで生きなければ「損」になってし 

まうので、「繰下げ」によって損をする可能牲は高くなるということです。 

 

しかし、単純な損得勘定だけで年金を考えるべきではありません。老齢年金 

の性格には、「長生き保険」という側面があり、予想以上に長生きしたときに、 

限りがある貯蓄等の資産よりも、終身年金である公的年金が頼りになるのです。 

そう考えれば、たとえ得をする可能性が高いとしても、年金額を減額する「繰 

上げ」はすべきではないと思います。「繰上げ」をした場合、繰上げによる年金 

の減額と「マクロ経済スライド」による中長期的な年金額の引下げの二重の年 

金低下を招いてしまうからです。 

 「繰下げ」については、むしろ「マクロ経済スライド」による年金額引下げの 

防衛手段と捉えることも可能と思います。得をする可能性は低くなるものの、 

年金以外の収入がなくなることが想定される年齢においての年金額の目減りを 

防ぐことができます。この点については、「名目額」のみならず「実質的支給水 

準」の低下に対しても同様です。 

 

 

 老齢厚生年金（報酬比例部分）は大変複雑なプロセスを経て算出されるため、 

年金機構のコンピュータシステムにより算出されたものでなければほとんど信 

頼性には乏しいと思われます。 

 

 

例えば、大学を卒業して就職した人の場合、厚生年金に加入する年齢が 22歳 

か 23歳ぐらいですから、その後ずっと加入し続けたとしても 60歳時点では、加 

入期間は 37年～38年で 40年には足りません。したがって、満額の老齢基礎年金 

は受けられないことになります。しかし、60歳以後も構成年金に加入し、60歳 

以後の加入期間を含めて 40年以上になれば、老齢基礎年金は 37年～38年分、定 

織部分は 40年分となり差額が生じ、これが 65歳時に「経過的加算」として老齢 

厚生年金に加算されることになります。 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

退職→社会保険の喪失→配偶者が「第 3号被保険者」なら、 

配偶者が 60歳末満であれ 

ば、この配偶者の種別が国民年金の「第 1号被保険者」に変わることになるた 

め、配偶者が市区町村の国民年金課で「種別変更」の手続きをする必要が生じ 

ますが、これは会社が行う手続きではありません。 

 

 

 市区町村が運営する「国民健康保険」の加入手続は、退職日の翌日（資格喪 

失日）から 14日以内に、市区町村役所の担当部窓口に「国民健康保険資格収得 

届」を提出して行います。 

 

 

前の会社を退職し、失業中に基本手当を受給しても、所定給付日数の支給残 

日数が 100日以上であれば 1年間限定で、200日以上であれば 2年間限定で「高年 

齢雇用継続給付」を受給することができます。これを「高年齢再就職給付金」 

といいます。 

 

 

65歳以後に退職した場合は、基本手当は受給できません。代わりに、「高年齢 

求職者給付金」という一時金が支給されます。 

 「高年齢求職者給付金」の額は、雇用保険加人期間に応じて基本手当の日額の 

50日分か 30日分となります。この給付と年金との支給調整はありません。 

 

 

65歳前から支給される「特別支給の老齢厚生年金」は、受給を遅らせることは 

できない。 

 


